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公共施設等総合管理計画の端数処理について 

本計画にて取り扱う数値は、金額については単位未満で切り捨てを行い、延床面積等に

ついては単位未満で四捨五入の端数処理を行っているため、表記される合計値等は、実際

の数値と一致しない場合があります。 
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第 1 章 はじめに 

 

国は、平成 25 年 11 月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定し、同計画内において、

地方公共団体向けに行動計画が示され、平成 26 年 4月 22日付け総財務第 74号「公共施設

等の総合的かつ計画的な管理の推進について」において、地方公共団体に、公共施設等総

合管理計画（以下、「本計画」と言う。）の策定要請がなされました。さらに地方公共団体が

所有する施設ごとに、長寿命化等の方針を定めた個別施設計画・長寿命化計画の策定要請

がなされ、令和 3 年度までに、それらの個別施設計画等を反映させた本計画の見直しの要

請がなされました。 

これからの我が国では、過去に建築された公共施設や道路、橋りょう、上下水道管等の

インフラ資産が、これから大量にかつ一斉に更新の時期を迎えることになります。しかし

その一方で、地方公共団体の財政状況は、依然として厳しい状況にあります。このような

状況の中で、国は、早急に公共施設等の全体の状況を把握し、中長期的な視点をもって、公

共施設等の更新や統廃合、長寿命化等を計画的に実施することにより、財政負担を軽減、

また、平準化するとともに、公共施設等の適正な管理や配置することを求めています。 
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図表 1-1：公共施設等総合管理計画 相関図 

 

 

 

 

  
インフラ長寿命化基本

計画【国】 

各省庁が策定 

（行動計画）【国】 

（個別施設計画）【国】 

総合戦略 

過疎地域持続的発展計画 

公共施設等総合管理計画 

（行動計画）【本計画】 

 

（個別施設計画） 

橋梁長寿命化修繕計画 

（令和 2年 4月 改訂） 

漁港港湾機能保全計画 

（平成 28年 2月策定） 

本町が策定 

上水道アセットマネジメント 

（平成 27年 1月策定） 

公営住宅長寿命化計画 

（平成 28年 3月策定） 

和歌山県国土強靭化 

計画【県】 

（基本計画）【国】 

道路附属物等長寿命化修繕計画 

（令和 2年 10月策定） 

学校施設長寿命化計画 

（令和 3年 3月） 

漁業集落排水施設機能保全計画 

（令和 3年 3月策定） 

地域福祉センター個別施設計画 

（令和 3年 3月策定） 

児童館個別施設計画 

（令和 3年 3月策定） 
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第 2章 由良町の概要 

 

第 1 節 町の概要 

 

本町は、和歌山県のほぼ中央部に位置し、また有田郡広川町や日高郡日高町と隣接し、

面積 30.94 ㎢の山と海に囲まれた美しい景色の町です。紀伊水道に面した海岸線では、氷

山のような真っ白い岬（白崎海岸）が突出しており、その美しい景色は万葉集にも読まれ

ているほどです。由良湾は、天然の良港であることでも知られ、また船舶の避難港として

も指定されています。 

本町の沿革は、昭和 22 年 10 月、由良村で町制が施行され、由良町となりました。その

後、昭和 30年に、旧由良町、旧白崎村、旧衣奈村の 3町村が合併し、現在の町域となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

白崎海洋公園 
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第 2節 人口の動向と将来予測 

 

我が国では、全国的に本格的な人口減少時代に突入している。出生数が減少しているこ

とに加え、高齢人口の増加を受けて死亡数が増加していることが要因です。今後もこの傾

向は続き、我が国の総人口は減少を続けるものと考えられます。 

本町でも今後も、少子高齢化が進み、人口構成が大きく変化することが予測されます。

これに合わせて町民ニーズも変化して行くことが考えられます。このように、人口の減少

や人口構成の変化に応じた町民ニーズを把握し、公共サービスのあり方を対応させる必要

があります。 

図表 2-1、2-2、2-3によると、本町の人口（令和 4年 2月末現在の住基人口で 5,407人）

は、年々減少しており、高齢化率も令和 4年で 39.9％になっています。また、図表 2-4に

よると、国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研と言う。）準拠による総人口の推計

結果において、最も人口減少が緩やかに進むシミュレーションでは、令和 42 年（2060 年）

には 4,141 人になっています。反対に人口減少が最も急に進むシミュレーションでは、日

本創生会議推計準拠の推計結果において、令和 22年（2040年）に 2,958人と推計されてい

ます。これらのことから、今後も少子高齢化が一段と進むものと予測されます。 

本町においては、これらの将来の人口推計や、町民ニーズが変化していくことを踏まえ

て、利用者が減少し、使用頻度の低下した施設や、町民ニーズに対応した公共サービスの

あり方を見直していくことが必要です。そして、公共施設の利用需要の変化に応じて、公

共施設等の最適な量や配置を実現することが望まれます。 

 

図表 2-1：本町の総人口及び年齢 3区分の推移 

                                                                            （単位：人） 

区分 
昭和 55年 

1980年 

昭和 60年 

1985 年 

平成 2年 

1990年 

平成 7年 

1995年 

平成 12年 

2000年 

平成 17年 

2005年 

平成 22年 

2010年 

平成 27年 

2015年 

令和 2年 

2020年 

総人口 9,468 9,273 8,529 8,056 7,625 7,179 6,508 5,837 5,364 

年少人口 

（15歳未満） 
2,069 1,931 1,599 1,340 1,114 919 785 632 500 

生産年齢人口 

（15～64歳未満） 
6,146 6,027 5,496 5,072 4,712 4,331 3,758 3,147 2,724 

老年人口 

（65歳以上） 
1,253 1,315 1,434 1,644 1,799 1,928 1,964 2,055 2,088 

（国勢データより作成） 
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図表 2-2：本町の人口の推移 

 （単位：人） 

 

図表 2-3：本町の年齢構成及び構成比率 

（単位：人） 

 

（由良町人口ビジョンより一部加工） 
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図表 2-4：総人口の将来推計の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（由良町人口ビジョンより一部加工） 

 

  

人 

年 

達成目標人口 

4,700 人 

シミュレーション１

シミュレーション２

◆推計パターン・シミュレーション説明

パターン２

パターン１
・社人研推計準拠（主に2005年から2010年の人口の動向を勘案した将来人口推計）
・全国の移動率が、今後一定程度縮小すると仮定した推計

・パターン１をベースに、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一体に保てる水準の2.1）
まで上昇した場合のシミュレーション

・パターン１をベースに、合計特殊出生率が人口置換水準まで上昇し、かつ人口移動が均衡した場合
（転入・転出数が同数となり、移動がゼロとなった場合）のシミュレーション

・日本創生会議推計準拠
・全国の総移動数が、2010～2015年の推計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると仮定した推計

該当年 パターン１ パターン２ シミュレーション１ シミュレーション２

2010 6,507 6,507 6,507 6,507
2015 5,913 5,913 5,925 6,252
2020 5,393 5,288 5,419 5,946
2025 4,886 4,664 4,945 5,656
2030 4,403 4,068 4,514 5,411
2035 3,936 3,494 4,092 5,165
2040 3,493 2,958 3,689 4,925
2045 3,073 3,303 4,691
2050 2,690 2,950 4,477
2055 2,348 2,636 4,295
2060 2,039 2,355 4,141

◆総人口の推計結果（パターン１、２、シミュレーション１、２）単位：人
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第 3節 財政状況 

 

2.3.1 歳入 

図表 2-5は、令和 2年度決算までの過去 10年間における、本町の歳入額の内訳を示し

ています。また、図表 2-6では金額の推移を分類ごとに、棒グラフで示しています。令和

2年度の歳入の合計は、4,796百万円となっています。 

 

図表 2-5：歳入決算額の内訳（百万円） 

 

図表 2-6：歳入決算額の推移（分類別棒グラフ）

 

 

歳入
平成23年度
（2011）

平成24年度
（2012）

平成25年度
（2013）

平成26年度
（2014）

平成27年度
（2015）

平成28年度
（2016）

平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

令和2年度
（2020）

一般財源 2,568 2,514 2,456 2,490 2,587 2,544 2,505 2,538 2,569 2,684

地方税 923 952 853 836 805 785 785 740 725 687

地方交付税 1,538 1,464 1,502 1,546 1,626 1,622 1,575 1,648 1,690 1,830

その他一般財源 107 98 101 108 156 137 145 150 154 167

特定財源 1,158 1,387 2,143 1,462 1,297 1,231 1,263 1,232 1,463 2,112

地方債 317 387 826 402 385 359 357 315 638 342

国庫支出金 316 302 570 463 393 332 285 302 273 1,247

都道府県支出金 232 284 357 299 293 237 241 241 239 210

その他特定財源 293 414 390 298 226 303 380 373 313 313

歳入合計 3,726 3,901 4,599 3,952 3,884 3,775 3,768 3,770 4,032 4,796
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地方交付税
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2.3.2 歳出 

図表 2-7は、令和 2年度決算までの過去 10年間における、本町の歳出決算の内訳を示

しています。また、図表 2-8 では歳出決算額の推移を、棒グラフで示しています。令和 2

年度の歳出の合計は 4,597百万円となっています。 

 

図表 2-7：歳出決算の内訳（百万円） 

 

図表 2-8：歳出決算額の推移（分類別棒グラフ） 

 

歳出
平成23年度
（2011）

平成24年度
（2012）

平成25年度
（2013）

平成26年度
（2014）

平成27年度
（2015）

平成28年度
（2016）

平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

令和2年度
（2020）

人件費 645 621 642 533 529 525 523 505 504 537

物件費 683 658 739 678 699 664 607 592 658 663

維持管理費 15 10 14 14 12 13 18 20 23 26

扶助費 318 317 322 364 350 392 356 336 333 356

補助費等 611 612 548 581 558 558 554 548 557 1,246

消費的経費 2,272 2,218 2,265 2,170 2,148 2,152 2,058 2,001 2,075 2,828

投資的経費 423 507 1,240 612 565 498 563 617 780 590

公債費 406 379 377 389 364 363 383 420 406 428

積立金・投資及び出資金・貸付金 22 123 50 79 72 43 17 32 33 139

繰出金 476 499 558 564 552 580 612 610 613 612

合計 3,599 3,726 4,490 3,814 3,701 3,636 3,633 3,680 3,907 4,597

義務的経費 1,369 1,317 1,341 1,286 1,243 1,280 1,262 1,261 1,243 1,321
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第 3章 公共施設等の現状及び将来の見通し 

 

第 1節 公共施設等の範囲 

 

本計画において、本町が対象とする公共施設等は、3つの類型（建物系公共施設、土木系

公共施設、企業会計施設）に分類され、図表 3-1のとおりです。 

 

図表 3-1：対象とする施設分類（機能別分類） 

類型 

区分 
大分類 中分類 主な施設 

建物系 

公共施設 

学校教育系施設 学校 小学校・中学校 

市民文化系施設 集会施設 集会所･会館等 

スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 体育センター、武道館 

産業系施設 産業系施設 温室、集荷場等 

子育て支援施設 こども園 こども園 

保健・福祉施設 高齢福祉施設等 老人憩の家等 

行政系施設 庁舎等 町役場、消防施設等 

公営住宅 公営住宅 公営住宅 

公園 公園 ログハウス等 

その他 その他 公衆トイレ等 

土木系 

公共施設 
道路 

道路 町道 

橋りょう 橋りょう 

企業会計

施設 

上水道施設 上水道施設 浄水場 

下水道施設 下水道施設 クリーンセンター 

※本町における施設分類ごとの延床面積は、図表 3-2に示します。 
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図表 3-2：本町における施設分類ごとの延床面積又は延長 

類型 

区分 
大分類 中分類 

平成 27 年度 

総合管理計画 

令和 3 年度 

改訂版総合管理計画 
増減比較 

棟数 
延床面積 

又は延長 
棟数 

延床面積 

又は延長 
棟数 

延床面積 

又は延長 

建物

系 

公共

施設 

学校教育系施設 学校 27 14,649.09 ㎡ 27 14,649.09 ㎡ 0 0.00 ㎡ 

市民文化系施設 集会施設 25 6,014.71 ㎡ 25 5,923.06 ㎡ 0 ▲91.65 ㎡ 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系

施設 

ｽﾎﾟｰﾂ施設 2 1,770.80 ㎡ 2 1,770.80 ㎡ 0 0.00 ㎡ 

産業系施設 産業系施設 23 7,217.86 ㎡ 18 6,750.05 ㎡ ▲5 ▲467.81 ㎡ 

子育て支援施設 こども園 1 1,807.66 ㎡ 1 1,807.66 ㎡ 0 0.00 ㎡ 

保健・福祉施設 高齢福祉施設等 10 2,396.13 ㎡ 9 2,265.53 ㎡ ▲1 ▲130.60 ㎡ 

行政系施設 庁舎等 20 4,822.36 ㎡ 18 4,792.59 ㎡ ▲2 ▲29.77 ㎡ 

公営住宅 公営住宅 27 4,044.55 ㎡ 27 4,044.55 ㎡ 0 0.00 ㎡ 

公園 公園 12 2,805.61 ㎡ 12 2,805.61 ㎡ 0 0.00 ㎡ 

その他 その他 28 8,530.36 ㎡ 34 10,002.01 ㎡ 6 1,471.65 ㎡ 

合計 175 54,059.13 ㎡ 173 54,810.95 ㎡ ▲2 751.82 ㎡ 

土木

系 

公共

施設 

道路 

総延長 140,576.00ｍ 142,459.10ｍ 1,883.10ｍ 

総面積 478,374.00 ㎡ 484,104.70 ㎡ 5,730.70 ㎡ 

橋りょう（道路部総面積） 4,694.00 ㎡ 2,391.10 ㎡ ▲2,302.90 ㎡ 

企業

会計

施設 

上水道管 

導水管 2,351.03ｍ 18,982.63ｍ 16,631.60ｍ 

送水管 5,550.54ｍ 6,450.44ｍ 899.90ｍ 

配水管 81,054.03ｍ 84,067.70ｍ 3,013.67ｍ 

下水道管 57,983.66ｍ 69,474.43ｍ 11,490.77ｍ 

上水道施設 上水道施設 1 330.00 ㎡ 5 452.45 ㎡ 4 122.45ｍ 

下水道施設 下水道施設 7 3,182.10 ㎡ 7 3,194.70 ㎡ 0 12.60 ㎡ 

（固定資産台帳、道路台帳、橋りょう台帳、上水道管路台帳、下水道管路台帳より） 
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 図表 3-3は、本町の平成 27年度から令和元年度における有形固定資産減価償却率の推

移を示したものです。 

 

図表 3-3：有形固定資産減価償却率の推移 

 

（財政状況資料集より） 

 

※減価償却とは、時間の経過や使用によって価値が減少する資産を取得したときに、その

費用を使用可能期間に応じて計上していくという会計処理のことです。減価償却率の値が

大きいほど、取得してからの時間が経過している、つまり古い資産（施設等）が多いこと

を示しています。 

 

※類似団体とは、国勢調査を基にした人口と産業構造（産業別就業人口の比率）によって

市町村を分類したものです。本町（Ⅱ－１）の類似団体としては、和歌山県紀美野町等が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有形固定資産減価償却率

有形固定資産減価償却率 [ 52.4％ ]
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第 2 節 建物系公共施設 

 

3.2.1 築年別整備状況、将来の更新費用の推計 

 

①築年別整備状況 

 

図表 3-4は、公共施設の建築年別の延床面積を示しており、本町においては、昭和 52年

（1977年）をピークとし、1980年代後半に公共施設等に多く投資してきた時期があります。

昭和 56 年（1981 年）の新耐震化基準以前に建築された施設は、全体の 29.8％を占めてい

ます。なお、建築後 30年を超える施設は、一般的に大規模改修が必要と言われており、施

設の老朽化が懸念されます。 

 

図表 3-4：建物系公共施設 築年別整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※昭和 52年当時、施設台帳整備を実施したことに伴い、当時において建築年月日が不明で

あった施設については、昭和 52年を建築年として設定した経緯があります。 

※建築年月日が不明の施設は、耐震基準から除いています。 

  

（総務省 公共施設等更新費用試算ソフトに基づき算定） 

建物系公共施設全体の延床面積 

5.5万㎡ 

旧耐震基準（1981年以前） 

15,985.46㎡ 29.3％ 

新耐震基準（1981年以降） 

38,502.45㎡ 70.7％ 
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②将来の更新費用の推計 

 

図表 3-5は、建物系公共施設の将来の更新費用の推計を示しており、本町が所有する公

共施設について、建築後 30年で大規模改修を実施し、建築後 60年で建て替えを行った場

合、今後 40年間で 276.8億円の投資的経費を要し、40年間で平均すると、毎年 6.9億円

かかる試算です。 

今後、公債費や繰出金等が増加していくことを考えると、本町の財政状況は、さらに厳

しくなることが予測さます。そして将来的には、現状のままの施設の規模を維持すること

は、困難であると考えられます。そのため今後、既存施設への機能の集約化、利用者ニー

ズの変化に対応した施設のあり方についての検討を行い、財政負担の平準化を図る必要が

あります。 

 

図表 3-5：建物系公共施設の更新費用（単純更新型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（総務省 公共施設等更新費用試算ソフトに基づき算定） 
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図表 3-6は、本町が所有する建物系公共施設について、仮に全ての施設に対して長寿命

化工事を実施した場合、今後 40年間で 187.8 億円の費用を要し、40年間で平均すると、

毎年 4.7億円かかる試算となりました。これは、現状のまま更新を行った場合の更新推計

費の 276.8億円から 89.0億円縮減できる試算となります。 

 

図表 3-6：建物系公共施設の長寿命化更新費用（長寿命化型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-7：更新費用推計の比較（効果額） 

更新内容 更新費用総額 1年当たりの更新費用 

単純更新型 276.8億円 6.9億円 

長寿命化型 187.8億円 4.7億円 

差額（効果額） 89.0億円 2.2億円 
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3.2.2 公共施設等更新費用試算ソフト（総務省）の更新費用シミュレーション条件 

 

更新費用の試算にあたっての設定条件は以下のとおりです。 

 

１．更新費用の推計額 

一般財源負担見込み額を把握することが困難であるため、事業費ベースでの計算としま

す。 

 

２．計算方法 

耐用年数経過後に現在と同じ延床面積等で更新すると仮定して計算します。 

 

延床面積×更新単価 

 

３．更新単価 

すでに更新費用の試算に取り組んでいる地方公共団体の調査実績、設定単価を基に 

用途別に設定された単価を使用します。また、建て替えに伴う解体、仮移転費用、設計料

等については含むものとして想定しています。 

 

４．耐用年数 

標準的な耐用年数とされる 60年を採用します。 

※日本建築学会「建物の耐久計画に関する考え方」より 

 

５．地域格差 

地域格差は考慮しないものとします。 

 

６．耐用年数が超過しているもの 

今後 10年間で均等に更新するものとして計算します。 

 

７．建て替え期間 

設計、施工と複数年度にわたり費用が掛かることを考慮し、建て替え期間を３年間 

として計算します。 
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図表 3-8：総務省公共施設等更新費用試算ソフト更新単価 

施設用途 大規模改修 建て替え 

学校教育系施設 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

市民文化系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

産業系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

子育て支援施設 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

保健・福祉施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

行政系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

公営住宅 17 万円/㎡ 28 万円/㎡ 

公園 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

その他 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

 

施設用途 更新年数 更新単価 

道路 15 年 4,700 円/㎡ 

橋りょう 60 年 425 千円/㎡ 

上水道 60 年 
100～

923 
千円/ｍ 

下水道 50 年 
61～

295 
千円/ｍ 
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図表 3-9：長寿命化を考慮した更新単価 

施設用途 大規模改修 長寿命化改修 建て替え 

学校教育系施設 8.25 万円/㎡ 19.8 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

市民文化系施設 10 万円/㎡ 24 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 9 万円/㎡ 21.6 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

産業系施設 10 万円/㎡ 24 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

子育て支援施設 8.25 万円/㎡ 19.8 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

保健・福祉施設 9 万円/㎡ 21.6 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

行政系施設 10 万円/㎡ 24 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

公営住宅 7 万円/㎡ 16.8 万円/㎡ 28 万円/㎡ 

公園 8.25 万円/㎡ 19.8 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

その他 9 万円/㎡ 21.6 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

  



 

- 18 - 

 

3.2.3 近年の主な公共施設等の状況 

 

 図表 3-10は、平成 19年度以降に建築又は解体された本町の公共施設等一覧になりま

す。近年においては、町内 3中学校の統廃合や、クリーンセンターの竣工、小学校の閉校

及び閉校跡地にこども園の開園等、人口動向や社会情勢に対応した公共施設等の施策を実

施してきました。 

 今後は、これらの公共施設及び既存の公共施設等を、適切に維持管理を行い、将来世代

に過度な負担なく、引き継いでいくものとします。 

 

 

図表 3-10：近年の主な公共施設等の状況 

年度 内容 

平成 19年度 由良クリーンセンター 竣工 

平成 20年度 白崎、由良港、衣奈中学校 閉校 

平成 21年度 旧由良港中学校に由良中学校 開校 

平成 21年度 由良中学校テニスコート、グラウンド 完成 

平成 21年度 小引トンネル 供用開始（町道 3-119号線） 

平成 21年度 大引・神谷クリーンセンター 竣工 

平成 23年度 畑小学校閉校 校舎解体 

平成 23年度 小引漁港関連道・県道御坊由良線（小引工区） 開通 

平成 25年度 旧畑小学校跡地に由良町立ゆらこども園 竣工 

平成 26年度 衣奈クリーンセンター 竣工 

平成 27年度 門前消防車庫 竣工 

平成 27年度 衣奈トンネル 供用開始（県道御坊湯浅線） 

平成 28年度 江ノ駒消防車庫 竣工 

平成 28年度 小引クリーンセンター 竣工 
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年度 内容 

平成 29年度 旧門前消防車庫 撤去 

平成 29年度 三尾川バス待合所 改修 

平成 29年度 由良町防災ヘリポートに防災倉庫 竣工 

平成 29年度 三尾川中継ポンプ場 竣工 

平成 30年度 畑・中クリーンセンター 撤去 

令和 元年度 旧衣奈診療所 撤去 

令和 元年度 衣奈公民館 撤去 

令和 元年度 旧衣奈老人憩の家 撤去 

令和 元年度 旧寺田医院 寄付 
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第 3 節 土木系公共施設 

 

3.3.1 道路の更新費用の推計 

 

図表3-11は、道路の将来の更新費用の推計を示しており、本町が所有する道路について、

全て大規模改修を実施し、現状規模のまま更新を行った場合、今後 40 年間で 61.5 億円の

投資的経費を要します。年平均を計算すると、毎年 1.5億円かかる試算です。 

 

図表 3-11：道路の更新費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-12：道路の現状 

類型 

区分 

大分

類 
中分類 

平成 27 年度 

総合管理計画 

令和 3 年度 

改訂版総合管理計画 
増減比較 

道路延長

(m) 

道路部面積

（㎡） 

道路延長

(m) 

道路部面積

（㎡） 

道路延長

（m） 

道路部面積

（㎡） 

土木系 

公共施設 
道路 道路 140,576.00 478,374.00 142,459.10 484,104.70 1,883.10 5,730.70 

（道路台帳より） 
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図表 3-13：道路の直近５カ年の投資的支出（千円） 

年度 投資的支出 

平成 28 年度(2016年) 128,241 

平成 29 年度(2017年) 237,454 

平成 30 年度(2018年) 251,008 

令和 元年度(2019年) 208,887 

令和 2年度(2020年) 389,109 

平均 242,940 

（一般会計 決算統計 21表 22表 普通建設事業費より） 
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3.3.2 橋りょうの更新費用の推計 

 

図表 3-14は、本町が所有する橋りょうの実延長及び道路部面積を示しており、全て大規

模改修を実施し、現状規模のまま更新を行った場合、今後 40年間で 7.3 億円の投資的経費

を要します。年平均を計算すると、毎年 0.2億円かかる試算です。 

 

図表 3-14：橋りょうの更新費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-15：橋りょうの状況 

類型区分 大分類 

平成 27 年度 

総合管理計画 

令和 3 年度 

改訂版総合管理計画 
増減比較 

実延長

（m） 

橋りょう面積

（㎡） 

実延長

（m） 

橋りょう面積

（㎡） 

実延長

（m） 
橋りょう面積（㎡） 

土木系 

公共施設 
橋りょう 885.00 4,694.00 679.90 2,391.10 ▲205.10 ▲2,302.90 

（橋りょう台帳より） 
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図表 3-16：橋りょうの直近５カ年の投資的支出（千円） 

年度 投資的支出 

平成 28 年度(2016年) 98,994 

平成 29 年度(2017年) 0 

平成 30 年度(2018年) 7,039 

令和 元年度(2019年) 9,400 

令和 2年度(2020年) 83,077 

平均 39,702 

（一般会計 決算統計 21表 22表 普通建設事業費より） 

 

  



 

- 24 - 

 

第 4 節 企業会計施設 

 

3.4.1 上水道施設の更新費用の推計 

 

図表 3-17は、本町の『上水道アセットマネジメント』において、将来の施設及び設備の

投資額を推計しています。本町が所有する上水道施設について、同マネジメントに基づき

更新等を行った場合、今後 40 年間で 37.7 億円の投資的経費を要します。年平均を計算す

ると、毎年 1.0億円かかる試算です。 

 

図表 3-17：上水道施設の更新費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-18：上水道管路の状況 

類型区分 大分類 
管

径 

平成 27年度 

総合管理計画 

令和 3年度 

改訂版総合管理計画 
増減比較 

延長（m） 延長（m） 延長（m） 

企業会計施設 上水道管 

配

水

管 

81,054.03 84,067.70 3,013.67 

導

水

管 

2,351.03 18,982.63 16,631.60 

送

水

管 

5,550.54 6,450.44 899.90 

合計 88,955.60 109,500.77 20,545.17 

※排水管・ドレン管は含んでいません。 

（上水道管路台帳より） 
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図表 3-19：上水道施設の直近５カ年の投資的支出（千円） 

年度 投資的支出 

平成 28 年度(2016年) 144,061 

平成 29 年度(2017年) 26,217 

平成 30 年度(2018年) 63,486 

令和 元年度(2019年) 131,347 

平成 2年度(2020年) 203,014 

平均 113,625 

（水道事業会計 決算統計 23表 建設改良費より） 
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3.4.2 下水道施設の更新費用の推計 

 

図表 3-20は、下水道施設の将来の更新費用の推計を示しており、本町が所有する下水

道施設のうち、公共下水道施設については全て大規模改修を実施し、現状規模のまま更新

を行った場合の更新費用、漁業集落排水施設については漁業集落排水施設機能保全計画に

より算出された更新費用により推計すると、今後 40年間で 63.9億円の投資的経費を要し

ます。年平均を計算すると、毎年で 1.6億円かかる試算です。 

 

図表 3-20：下水道施設の更新費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-21：下水道管路の状況 

類型区分 大分類 管種 

平成 27年度 

総合管理計画 

令和 3年度 

改訂版総合管理計画 
増減比較 

延長（m） 延長（m） 延長（m） 

企業会計施設 下水道管 

塩ビ管 49,344.66 60,986.95 11,642.29 

その他 8,639.00 8,487.48 ▲151.52 

合計 57,983.66 69,474.43 11,490.77 

（下水道管路台帳より） 
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図表 3-22：下水道施設の直近５カ年の投資的支出（千円） 

年度 投資的支出 

平成 28 年度(2016年) 490,304 

平成 29 年度(2017年) 271,928 

平成 30 年度(2018年) 304,584 

令和 元年度(2019年) 242,926 

令和 2年度(2020年) 340,460 

平均 330,040 

（特定環境保全公共下水道事業・公共下水道事業・漁業集落排水事業 決算統計 26表 建

設改良費より） 
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第 5 節 公共施設とインフラ全体 

 

図表 3-23は、本町が所有する公共施設とインフラ全体の将来の更新費用の推計を示して

おり、建物系公共施設については、仮に全ての施設に対して長寿命化工事を実施した場合、

土木系施設及び企業会計施設のうち、個別施設計画等を策定している施設については、計

画にある更新を行った場合、その他の施設については、全て大規模改修を実施し、現状規

模のまま更新を行った場合により推計すると、今後 40年間で 358.2億円の投資的経費を要

します。年平均を計算すると、毎年 9.0億円かかる試算です。図表 3-24 は、公共施設とイ

ンフラ全体の直近 5 カ年の平均の投資的経費を示しており、これについても毎年 9.0 億円

となっています。 

 

図表 3-23：公共施設とインフラ全体の更新費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-24：公共施設とインフラ全体の直近 5カ年の投資的経費 

 建物系 土木系 企業会計 合計 

更新費用 

（40年間の平均） 

4.7億円 

（長寿命化型） 
1.7億円 2.6億円 9.0 億円 

投資的経費 

（5 カ年の平均） 
1.8億円 2.8 億円 4.4 億円 9.0 億円 

差額 ▲2.9 億円 1.1億円 1.8億円 0.0億円 

  



 

- 29 - 

 

第 4章 公共施設等の総合的な管理に関する基本的な方針 

 

第 1 節 基本的な方針について 

 

 第 3 章にて述べた推計結果により、本町では次の 3 つの方針を柱として、中長期的な視

点により、公共施設等の総合的な管理を推進します。 

 

◆基本方針Ⅰ 施設総量の適正化 

 

 建物系公共施設については、統廃合、売却等により総量の削減を行います。また、同規

模・同機能の建て替えは原則として行わず、施設ごとの役割や機能、利用実態を十分考慮

し、類似・重複した機能の統廃合及び他機能施設の複合化等を基本とし、将来の人口や財

政状況等を考慮した効率的・効果的な公共施設のあり方を検討します。これらを十分検討

した上で、必要とされる公共施設については、計画的に修繕・建て替え等の更新を実施し

ます。必要でなくなった公共施設については、取り壊して跡地を有効活用する、又は売却

します。 

インフラ資産については、住民の日常生活上における安全性の確保、また、道路、橋りょ

う、簡易水道、下水道のように施設類型別に特性を考慮した整備を実施し、総量の適正化

に努めます。 

 

◆基本方針Ⅱ 予防保全の推進 

 

 今後も保有すべきと判断された公共施設等については、これまでの対処療法的な維持管

理「事後保全」ではなく、計画的な維持管理「予防保全」に転換し、施設の劣化・不具合が

発生する前に、定期的な点検・診断により、施設の長寿命化、施設のライフサイクルコスト

の縮減、施設を安心安全に耐用年数以上使用する等、中長期的な視点に立った計画的な維

持修繕に努めます。 

 

◆基本方針Ⅲ 施設の有効活用 

 

 施設の利用状況等を踏まえ、未使用スペースや利用頻度の低い施設については、十分検

討した上で、積極的に有効活用を行います。 
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4.1.1 計画期間 

 

 計画期間は、平成 28 年度から令和 7 年度までの 10 年間とし、計画内容は社会情勢の変

化や事業の進捗状況等に応じて、計画期間中においても見直しを行うものとします。 

 

4.1.2 推進体制 

 

 総務政策課が中心となり、庁内の固定資産台帳管理システムを活用し、関係部局と連携

をとり、推進を図ります。また、以下の内容を共有するものとします。 

 

１．関係部局との連携 

効果的かつ効率的なマネジメントを実施していくには、関係部局との連携が必要不可

欠です。公共施設等管理部局及び予算管理部局の双方において、マネジメントの意義や

情報共有を適切に行い、連携強化に努めます。 

 

２．町民との協働 

町民と行政の相互理解や共通認識の醸成等、町民との協働の推進に向けた環境整備を

行います。 

 

３．職員の意識改革 

職員一人一人が、公共施設等に関する維持管理や利活用等マネジメントの意義を理解

し、定期的な公共施設等に関する勉強会・研修会、また、現地にて公共施設等の維持管理

について学ぶ会等を開催し、意識を持って取り組み、町民サービスの向上のために創意

工夫を実践していきます。 

 

4.1.3 町民との情報共有・合意形成 

 

公共施設等の用途変更、機能集約、複合化、統廃合については、利用者及び地元住民の理

解と合意形成が、特に重要となります。統廃合等について、総論賛成であったとしても、自

分が利用している施設の統廃合等には、難色を示すことが多い例があります。これには、

利用者及び地元住民と十分な話し合いを行い、時間をかけての合意形成が必要となります。 

そのため、今後、公共施設等の状況を把握し、住民等に情報公開・共有を行います。ま

た、必要に応じて、タウンミーティング等を開催し、合意形成を図ります。 
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第 2節 公共施設における現状と課題 

 

公共施設等は本来、町民の方々に公共サービスを提供するために整備されるものであり、

適切に利用されて初めてその効果を発揮します。 そのため、社会経済状況や時間の経過に

よって変化する町民ニーズや人口動向を的確にとらえ、最大限に有効利用されることを目

指します。 

 

4.2.1 町民ニーズ、人口動向の変化 

 

少子高齢化の進展により、本町の人口は減少し続けています。一方で、町民のニーズに

対応して公共施設等の数量は維持し続けています。本町が所有する上下水道施設も含めた

公共施設の延床面積の合計は、約 5.8万㎡であり、人口一人あたりの延床面積は 10.77㎡

です。この数値は、人口が 1 万人未満の自治体における人口一人あたりの延床面積の平均

値である 10.61 ㎡を上回っています。今後、人口規模を考慮した公共施設の数量を適正に

維持するための施策が必要となってきます。 

 

図表 4-1：本町の人口一人あたりの公共施設延床面積 

計画年度 
延床面積 

（㎡） 

各年 12 月末 

時点人口 

（人） 

【由良町】 

一人あたりの 

延床面積 

（㎡/人） 

【全国平均】 

一人あたりの 

延床面積 

（㎡/人） 

平成 27年度 57,571.23 6,202 9.28 10.61 

令和 3年度 58,458.10 5,429 10.77 10.61 

（全国平均：平成 24 年 3月総務省自治財政局財務調査課 公共施設及びインフラ資産の将

来の更新費用の比較分析に関する調査結果 資料 2 全国平均値及び人口区分別平均値） 

 

図表 4-2：人口一人あたりの公共施設延床面積比較 
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①用途転用又は複合化による既存公共施設の有効活用  

 

建物は、長期間の存続を前提に整備されますが、その間に公共施設に期待する町民ニー

ズが変化する場合があります。  

この場合、建物を支える耐久性の高い構造躯体を活用しつつ、内装のみを改修する「用

途(機能)転用」や、一棟の建物に複数の機能を盛り込む「複合化」によって、町民ニーズの

変化に適切に対応することが重要です。 

  

②公平性に基づく受益者負担の適正化 

 

公共施設の維持管理等に要する経費(コスト)は、自治体の税等の一般財源と、町民の方

をはじめとした、施設利用者による受益の対価(使用料等)から賄われています。  

公共施設の使用料等は、公共施設を利用する人としない人との公平性に考慮して、施設

利用者には公平で適正な負担を求めることが重要です。また、社会経済環境の変化や利用

実態に合わせて、使用料等を適切に設定する必要があります。 

 

4.2.2 施設の老朽化 

 

既存公共施設の長期使用と予防保全･機能改善 

 

新耐震基準で整備された公共施設や耐震補強工事を行った公共施設は、定期的に修繕工

事を実施することで長寿命化を図り、将来にわたり有効活用します。  

特に、有料で貸し出す公共施設を中心に、不具合発生の都度修理を行う「事後保全」か

ら、不都合が起こる前に計画的に実施する「予防保全」への転換を目指すことで、既存公共

施設を良好な状態に保つことが大切です。 

また、スロープや手すり等のバリアフリー対応や、省エネ対策等で、時代や住民の要求

に即した改修工事を実施することも重要です。 

ただし、施設の利用状況等を踏まえ、未使用スペースや利用頻度の低い施設については

取り壊しを行い、跡地を有効活用します。 

 

4.2.3 財源の不足 

 

少子化等に伴う生産年齢人口の減少が続いており、町税の減収が今後も続くものと見込

まれます。そのため、公共施設等の維持更新費に対し、財源不足が予想されます。一方、今
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後 40年間に改修や更新の必要な施設が数多くあり、改修・更新コストの増加が見込まれる

ため、コスト（財務）の適正性を保つ施策が求められます。 

 

①地区への整備費補助 

 

本町の三尾川地区において、平成 26年度に、和歌山県の農業農村整備課所管の「地域住

民作業を主体とした直営施工」による小規模土地改良事業を実施しています。これは、和

歌山県及び本町が工事資材費用の一部を負担する代わりに、地域住民が作業員として工事

を実施する事業になります。事業には実施要領があり、一部制限がありますが、地域住民

が主体となって道路等を整備することで、地域の課題を住民自らが考え対応することによ

り、「自助・互助・共助・公助」の考えが芽生え、公共施設等をより身近なものとして利用

してくれることが期待できます。 

 

図表 4-3：平成 26年度 三尾川地区における住民参加型直営施工事業一覧 

地区名 事業 
事業費 

（千円） 

内訳（千円） 
実施年月 

県費 市町村費 その他 

三尾川１ 
パイプライン工 

L=2,050m 
4,232 2,166 2,166 0 平成 26年 6 月 

三尾川２ 
パイプライン工 

L=830m 
1,492 746 746 0 平成 26年 6 月 

三尾川３ 
道路工 

L=30m 
270 135 135 0 平成 26年 10月 

 

②民間への整備費補助と不要施設の売却  

 

近年では、公共の担い手が多様化し、行政が直接整備するよりも効果が見込める場合等

には、公共サービスを担う民間や自治会、社会福祉法人、NPO 法人等に施設整備費を補助

することで、公共サービスを提供する方法も考えられます。 

また、廃止した公共施設や、不要と判断された公共施設を積極的に売却し、売却資金を

次の整備費用や改修費用の一部として活用したり、基金として積み立てたりすることで、

公共施設を通じて資金が循環するシステムを構築することが重要です。 
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4.2.4 災害対応としての公共施設及び近隣自治体との広域連携の検討 

 

本町を含む和歌山県は、台風による水害や地震による地滑り等による自然災害が、これ

まで数多く発生しています。そのたびに住民の安全確保のため、避難場所として公共施設

が利用されています。そのため、本計画においては、公共施設イコール避難施設としても

考慮しながら、本計画を策定します。特に、将来的に発生する危険性が高いと言われてい

る南海トラフ地震への対応として、公共施設の再編、周辺環境の整備に努めます。 

 

第 3節 公共施設等の実施方針 

 

4.3.1 点検・診断等の実施方針 

 

①点検・保守・整備 

 

建物は、躯体だけでなく、様々な部品、部材や設備機器等の素材が組み合わされて構成

されており、それらはそれぞれの目的と機能を持っています。それらの部材、設備は、使い

方や環境及び経年変化から生じる汚れ、損傷、老朽化の進行に伴い本来の機能を低下させ

ていきます。 

日常管理では、建物を維持管理するための日常の点検・保守によって、建物の劣化及び

機能低下を防ぎ、建物をいつまでも美しく使っていくための総合的な管理運営や実際の点

検・保守・整備等の全ての業務を行います。 

点検には、日常点検の他に、定期点検や臨時点検等があり、自ら実施する場合と、専門家

に依頼する場合があります。委託契約により実施している保守・点検・整備が、委託契約ど

おりに実施されているかどうか、委託先から確実に報告を受け、実態を把握します。 

保守・点検・整備については、その履歴を記録し、集積・蓄積して老朽化対策等に活かす

ことが重要です。 

 

4.3.2 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 

建物を安全に使用するには、設備機器の運転や清掃、警備保安が必要です。その中でも

設備機器は、日常の点検、注油、消耗品の交換、調整が欠かせません。 

修繕や小規模改修に対しては、本町または施設管理者と管理会社が、役割の分担を決め

て速やかな対応ができる体制を構築します。 

清掃は、建物の環境を常に衛生的な状態に維持し、快適性を高め、建物の劣化防止する

役割として重要です。 
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廃棄物処理については、事業系の一般廃棄物について軽減施策を立案し、実践すること

が使命となります。 

維持管理及び修繕については、計画的・効率的に行うことによって、維持管理費・修繕費

を平準化し、建物に掛かるトータルコストを縮減することを目指します。 

修繕・小規模改修については、日常管理、定期管理において発生する不具合に対する対

応であるため、対処する体制の構築が重要です。 

改修及び更新についても、不具合が発生したそのつど対応する事後保全ではなく、実施

計画を策定のうえ、不具合が発生する前から保全に取り組む予防保全の考え方を導入し、

計画的な改修及び更新を実施していくことが重要です。 

 

4.3.3 安全確保の実施方針 

 

公共施設等における安全確保は、利用者や周辺住民の安全を確保し、安心・安全に施設

を利用することができることを目的とします。なお、点検・診断等により、危険性が認めら

れた公共施設等については、本計画や各種個別施設計画等に基づき、早急に修繕等の安全

対策を推進します。ただし、極めて危険性が高いと思われる公共施設等については、早急

に協議・検討を実施し、解体・除却を行います。 

 

4.3.4 耐震化の実施方針 

 

 公共施設の一部については、未耐震化の施設があります。今後、検討の上、耐震化を進め

ていきます。また、その他の公共施設等については、順次計画的に耐震化を行います。その

際、構造部分（柱、梁等）の耐震性のほか、非構造部分（天井材、窓ガラス等）の安全性(耐

震性)についても、施設利用者の安全性の確保及び災害時の利用を想定した検討を行います。 

 

4.3.5 長寿命化の実施方針 

 

①総合的かつ計画的な管理 

 

診断と改善に重点を置いた総合的かつ計画的な管理に基づいた予防保全によって、公共

施設等の長期使用を図ります。総合的かつ計画的な管理とは、点検・保守・修繕、清掃・廃

棄物管理を計画的にきめ細かく行い、公共施設等を健康な状況に保ち、さらに定期的に施

設診断を行い、小規模改修工事を行って不具合箇所を是正することです。現在ある公共施

設等の健康状態を把握するための施設診断が必要であり、診断によって、所定の機能・性

能を確保できるところまで改修工事を行い、そこから計画的な保全を行っていきます。 
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②計画的な保全 

 

図表 4-4は、改築中心の事後保全型のイメージと、長寿命化による予防保全型のイメー

ジを表したものです。本町では、予防保全型による方式を採用し、計画的な施設整備を実

施します。 

また、「建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会）」を参考にしつつも、本町は

海岸部に面しており、公共施設は塩害の被害を受けることが考えられるため、鉄筋コンク

リート造は目標使用年数を 70年とし、大規模改修（改造）の周期を 20年、60年、長寿命

化改修の周期を 40年とします。また、木造・ブロック造は、大規模改修（改造）の周期

20年を実施しながら、目標使用年数を 50年とします。 

 

図表 4-4：長寿命化における改修周期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③長寿命化計画、個別施設計画等 

 

 橋りょう、公営住宅、学校施設等においては、長寿命化計画、個別施設計画等を策定して

おり、それぞれの計画により、ライフサイクルコスト等を縮減していきます。詳細につい

ては、各計画に委ねます。 

個別施設計画等が未策定のその他の公共施設等においても、引き続き個別施設計画策定

の必要性を検討し、必要に応じて策定します。 
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4.3.6 ユニバーサルデザイン化の推進方針 

 

住民ニーズ等を把握しながら、公共施設等のユニバーサルデザイン化を検討します。 

「ユニバーサルデザイン 2020行動計画」における考え方等を踏まえ、公共施設等の計

画的な改修等によるユニバーサルデザイン化の推進を図ります。 

 

4.3.7 統合や廃止の実施方針 

 

①公共施設等の総量最適化に向けた基礎資料の構築 

 

危険性の高い施設や老朽化等により供用廃止（用途廃止、施設廃止）を必要とする施設

を見出します。なお、公共施設等の最適化は、以下の 7つの評価項目において診断しま

す。 

 

（１）施設の安全性 

（２）機能性 

（３）耐久性 

（４）施設効率性 

（５）地域における施設の充足率 

（６）施設利用率 

（７）費用対効果 

 

上記の評価項目によって施設を診断し、継続使用、改善使用、用途廃止、施設廃止等の

４つの段階に評価します。診断結果は、施設の統廃合及び供用廃止の判断材料とします。 

図表 4-5では、診断結果による取り組みの方向性の例を示しています。 
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図表 4-5：診断結果と取組の方向性 事例 

診断結果 
取組の方向性 

施設面 ソフト面（検討項目） 

継続使用 
・長期修繕計画の策定 ・効果的かつ効率的な運用を検討 

・計画保全の考えに基づき計画的な維持修繕実施 ・それに伴う改善策を検討 

改善使用 

・長期修繕計画の策定 

・計画保全の考えに基づき計画的な維持修繕実施 

・建替更新時の規模縮小の検討 

・多用途との複合化等、施設の有効活用の検討 

・PPP/PFI の活用等による用途変更 

・利用者増加等、利用状況改善に向

けた改革等を検討 

・利用者ニーズを踏まえ、提供する

サービスの充実や取捨選択を検討 

・運用の合理化を検討 

用途廃止 
・空いた施設の利活用(多用途への変更、民間への

貸与等)の検討 

・用途廃止の代わりに、類似民間施

設への移転（サービス転化）等を検

討 

施設廃止 

・施設廃止後は、建物解体 ・類似施設への統合を検討 

・他施設との複合化を検討 

・用途廃止の代わりに、類似民間施

設への移転（サービス転化）等を検

討 

・施設廃止に伴う跡地は原則売却 

 

 

②町民サービスの水準を確保しつつ、公共施設等統合や廃止の推進に向けた施策 

 

 公共施設等の統合や廃止では、町民サービスの水準低下が伴います。それを最小限にす

るために、図表 4-6のような種々の公共施設コンパクト化の施策について、町民合意の可

能性を検討する必要があり、本町の施設の統廃合や遊休施設の活用は、町民、議会等と協

議しながら検討していきます。 
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図表 4-6：公共施設コンパクト化の施策 

段階 町民サービス水準の変化 行政サービス・施設サービスの考え方 公共施設コンパクト化の施策 

Ⅰ 
・町民の痛みを求めない初動的取

組 
・町民サービスの現状の水準を維持 

・公共施設等の運営の効率化 

・公共施設等の賃貸 

Ⅱ 

・一定の町民負担を前提とした町

民サービスの質の低下を招かない

取組 

・行政サービス、施設サービスの質

の改善を目指した取組 
・公共施設等の合築、複合化 

※合併市町村では大きな政策課題 ・第 1段階のコンパクト化 ・公共施設等の統合 

Ⅲ 
・財政収支見通しに基いた町民の

痛みを伴う取組 

・行政サービス、施設サービスの見

直しにより町民サービスが低下す

ることも想定 

・公共施設等の使用制限・使用

料金徴収（受益者負担） 

・第 2段階のコンパクト化 ・公共施設等の減築 

※町民の理解と合意形成が必要 ・公共施設等の廃止 

Ⅳ 
・公共団体が果たすべき公共施設

管理の役割を明確化にする取組 

・民間主体による公共施設管 
・公共施設等維持管理の民営化 

・第 3段階のコンパクト化 

 

4.3.8 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

 

 本計画を着実に推進するため、総務政策課が中心となり、庁内の固定資産台帳管理シス

テム等を活用し、関係部局と連携が図れる体制を構築します。 

 また、町民と行政の相互理解や共通認識の醸成等、町民との協働の推進に向けた環境整

備を行います。 

 

4.3.9 フォローアップの実施方針 

 

本計画は、長期的な計画になるため、社会情勢や住民ニーズ等を把握しながら、適宜見

直しを行います。また、引き続き、施設類型を単位とした個別の施設計画について必要性

を検討し、必要に応じて策定を進めます。その際、本計画との整合性を鑑みながら、見直し

等のフォローを図ります。 

 

（１）耐用年数を経過した公共施設等 

 耐用年数を超過した公共施設等は、建物の安全性や利用状況等を十分に検討した上で、

その対応を判断します。 
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（２）今後の公共施設等のあり方 

 今後も厳しい財政状況が継続されることが見込まれる中で、現状の公共施設による行

政サービスを継続維持していくためには、建物そのものが使用されていない公共施設や

建物として使用されているが、一部の部屋等において、利用頻度の少ない時間帯や空き

スペースを把握し、最大限、有効活用していくことを推進し、類似施設については、施設

の複合化・機能集約を積極的に実施します。また、公共施設の総量については、人口規模

に応じて、規制することを検討します。 

 

（３）公共施設等の情報管理 

組織内の各部門に散在する公共施設等の新設工事及び維持管理に伴う修繕工事等の関

連データを、それぞれの部門から収集し、一元化による情報管理を行い、データベース

化する体制を構築します。そのため、データや情報収集と管理体制を明確化するために

は、以下のような内容を明確にする必要があります。 

 

【情報の収集について】 

①データ・情報の所在と種類を明確にする。 

②情報収集の方法の検討を行う。 

③情報の扱い方(利用方法・管理方法)を明確にする。 

④情報の利用・管理のためのツールを活用する。 

 

【情報の維持管理について】 

①情報が適切に保管・管理されており、かつ定期的な更新と報告がなされている。 

②収集された情報は、定期的に新しい情報と交換し、常に更新された状況を保つよ

うにする。 

③データベースとして一元化する。 

④データベースの定期的なメンテナンスを実施する。 

⑤コンピュータクラウドシステムを活用する。 

 

 これらの情報を集約・一元化を行うことにより、詳細に将来の公共施設等の更新時期

やその費用を予測が行えるよう整備することを目指します。また、人口動態の情報や利

用状況の情報を加味することで、今後の行政サービスの向上にも寄与するものと考えま

す。 
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第 4節 全体目標 

 

以上の基本方針のもと、施設の改修・更新にかかる将来コスト試算の結果を踏まえ、全

体目標を設定します。全体目標の設定に当たっては、公共施設とインフラ系施設に大別

し、公共施設については、新規整備を抑制し、施設の複合化・機能集約を推進しながら、

施設総量を縮減する方向性を打ち出します。 

 

4.4.1 公共施設等の整備（質・量）に関する基準 

 

（１）新規整備は原則として行いません。 

 

⚫ 長寿命化、維持補修計画等を適正に行い、既存施設の有効活用を図り、新規整備は

原則として行いません。 

⚫ 新設が必要な場合は、中長期的な総量規制の範囲内で、費用対効果を考慮して行い

ます。少子高齢化、人口減少、防災に対応した持続可能なまちづくりを推進しま

す。 

 

（２）施設の更新（建替え）は複合施設とします。 

 

⚫ 施設の統合・整理や未使用又は利用頻度の低い施設の活用等によって、機能を維持

しつつ、施設総量を縮減します。 

⚫ 複合施設においては、管理・運営についても一元化・効率化します。また、施設の

複合化により空いた土地は、活用・処分を促進します。 

 

（３）本町に適した公共施設等の維持管理・利活用を実施します。 

 

⚫ 現状の投資額（一般財源）を維持し、現状の投資額の範囲内で、費用対効果や経済

波及効果を考慮し、新設及び改修・更新をバランスよく実施します。 

⚫ 長寿命化を可能な限り図るとともに、計画的、効率的な改修・更新を推進、ライフ

サイクルコストを縮減します。 

⚫ ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ：公民連携）/ＰＦＩ（プ

ライベイト・ファイナンス・イニシアティブ：公共サービスの提供を民間主導で実

施）等、民間活力を活用し、機能を維持・向上させつつ、改修・更新コスト及び管

理運営コストを縮減します。 

⚫ 道路や公園等の公共空間の立体利用、公共施設等へのネーミングライツ等の有効活
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用により、自主財源の確保を図ります。 

⚫ バリアフリー、環境、防災等の新たなニーズに対しては、効率的な整備・対応を推

進、少子高齢化、人口減少に対応した持続可能な都市づくりを推進します。 

 

4.4.2 施設の数量・品質・コストに関する基本的な考え方 

 

施設の数量・品質・コストの適正性に対しては、以下のような基本的な考えの下に、施設

の管理・運用費の削減に取り組みます。 

 

（１）数量の適正性に関する基本的な考え方 

 

施設においては、建築後 30年以上経過した施設が多く、老朽化が進行しており、さら

に財政状況も厳しいものとなっています。これらの現状を踏まえながら、施設の更新や

整理統合を検討します。加えて、安全性を確保しつつ効率的・効果的な事業計画に基づ

く改善・維持修繕により、施設の更新を図ります。 

 

（２）品質の適正性に関する基本的な考え方 

 

施設の状況を的確に把握し管理するため、管理データを整備し、定期点検を行い、予防

保全的な維持管理を実施します。また、修繕履歴データを蓄積することで、更新時期や

実態に応じた劣化状況を把握し、適切に更新・修繕を行える環境を構築します。 

 

（３）コストの適正性に関する基本的な考え方 

 

老朽化が進んでおり、施設の改修費が大きくなる可能性があります。また、水道光熱費

が割高の施設について、運用や設備における省エネ策等も考えられます。さらに、清掃

や管理運営等の委託については、ＰＰＰ/ＰＦＩの民間活力の導入検討、その他コストダ

ウンの方法を検討します。 
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第 5章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 

第 1節 建物系公共施設の管理に関する基本的な方針 

 

5.1.1 学校教育系施設 

 

（１）施設の概要 

本町の学校教育系施設は、小学校 3 校、中学校 1 校があります。小学校については、令

和 5 年度に 3 校を 1 校へ統合予定です。図表 5-1 は、本町が所有する学校教育系施設の施

設名称、延床面積及び建築年度等、施設概要をまとめたものです。 

学校教育系施設の建築年代は、1970 年代から 1980 年代にかけて建設されたものが多い

ことが分かります。 

 

図表 5-1：学校教育系施設の状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

由良小学校 

管理教室

棟 

里 150、153、

166 

1,303.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 39年度 

教育課 

管理教室

棟 
678.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 38年度 

用務員室

他 
56.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 39年度 

倉庫 34.00 鉄骨造 昭和 43年度 

プール付

属脱衣室 
18.00 鉄骨造 昭和 46年度 

プール付

属機械室 
9.00 鉄骨造 昭和 46年度 

プール付

属便所 
15.00 鉄骨造 昭和 46年度 

放送室・

印刷室・

更衣室 

28.00 鉄骨造 昭和 62年度 
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施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

由良小学校 

特別教室

棟 里 150、

153、166 

286.00 鉄骨造 平成 4年度 

教育課 
屋内運動

場 
776.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 3年度 

衣奈小学校 

管理教室

棟 

衣奈 230-1 

1,962.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 57年度 

教育課 

屋内運動

場 
645.09 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 11年度 

倉庫 35.00 鉄骨造 平成 10年度 

倉庫 11.00 鉄骨造 平成 8年度 

白崎小学校 

管理教室

棟 

大引 62-1、

66、70-1 

1,311.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 45年度 

教育課 

管理教室

棟 
1,079.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 51年度 

屋内運動

場 
666.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 19年度 

物置 30.00 鉄骨造 昭和 46年度 

便所 7.00 鉄骨造 平成 10年度 

由良中学校 

管理教室

棟 

阿戸 708-1 

3,384.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 20年度 

教育課 

屋内運動

場 
1,305.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 6年度 

特別教室

棟 
552.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 58年度 

特別教室

棟 
124.00 鉄骨造 昭和 58年度 
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施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

由良中学校 

更衣室 

阿戸 708-1 

88.00 鉄骨造 平成 20年度 

教育課 

更衣室 44.00 鉄骨造 平成 20年度 

便所・倉

庫 
58.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 20年度 

武道場 145.00 鉄骨造 平成 22年度 

（固定資産台帳より） 

 

（２）小学校・中学校の児童・生徒数 

本町には 3校の小学校、1校の中学校があり、図表 5-2-1は、小学校及び中学校ごとの児

童・生徒数一覧です。また、図表 5-2-2は、地区別の令和 4年度以降の入学予定児数です。 

 

図表 5-2-1：小学校・中学校の児童・生徒数 

（単位：人） 

学年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

由良小学校 16 16 26 19 26 23 126 

白崎小学校 8 4 6 14 11 12 55 

衣奈小学校 3 3 5 4 6 2 23 

由良中学校 36 39 40 - - - 115 
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図表 5-2-2：令和 4年度以降の入学予定児数 

（単位：人） 

地区 

5歳児  

Ｈ28.4.2～ 

Ｈ29.4.1 

4歳児  

Ｈ29.4.2～ 

Ｈ30.4.1 

3歳児  

Ｈ30.4.2～ 

Ｈ31.4.1 

2歳児  

Ｈ31.4.2～ 

Ｒ2.4.1 

1歳児  

Ｒ2.4.2～ 

Ｒ3.4.1 

0歳児  

Ｒ3.4.2～ 

Ｒ4.4.1 

計 

畑 0 1 1 0 2 1 5 

中 1 4 1 2 2 3 13 

門前 3 4 3 2 1 5 18 

里 3 1 3 1 1 1 10 

横浜 2 2 1 3 3 3 14 

南 0 1 0 0 2 2 5 

阿戸 0 2 1 1 0 0 4 

網代 0 1 0 0 1 0 2 

江ノ駒 2 3 1 1 2 1 10 

吹井 1 1 0 1 1 1 5 

柳原 3 1 2 0 1 2 9 

黒田 1 2 2 2 4 1 12 

糸谷 0 1 0 1 0 1 3 

神谷 0 1 0 1 0 0 2 

大引 1 1 1 2 1 0 6 

衣奈 4 2 1 4 2 1 14 

小引 1 0 1 0 1 0 3 

戸津井 0 0 0 0 0 0 0 

三尾川 0 0 0 0 0 0 0 

計 22 28 18 21 24 22 135 

 

（３）まとめ 

学校教育系施設は、教育としての役割だけでなく、地域の象徴的な施設としての役割、

住民が寄り会う場所としての役割、また、避難施設としての役割等、その存在意義は、非

常に大きく、多岐に渡るものと考えられます。しかし、少子化による児童・生徒数の減少

を受け、今後も教育としての役割を継続していくか否かは、十分な協議が必要になってき

ます。そのため、学校教育施設の詳細な対応については、個別に策定している由良町学校

施設長寿命化計画に委ねます。 
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5.１.2  市民文化系施設 

（１）施設の概要 

図表 5-3 は、本町が所有する市民文化系施設の施設名称、延床面積及び建築年度等、施

設概要をまとめたものです。建築年代は、1970年代に建設されたものが多く、築 40年が経

過し老朽化が進んでいます。 

 

図表 5-3：市民文化系施設の状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

横浜会館 

会館 

里 202-2 

213.40 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 53年度 

教育課 
会館（増

築） 
11.68 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 61年度 

畑農業会館 会館 畑 184-1 377.47 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 55年度 産業振興課 

白崎会館 会館 吹井 910-2 431.08 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 9年度 教育課 

衣奈会館 会館 衣奈 765-7 423.60 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 5年度 教育課 

隣保館・児童館 

隣保館・

児童館 

里 1126-2 

649.20 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 53年度 

住民福祉課 隣保館・

児童館

（増築） 

48.31 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 12年度 

由良町就業改善

センター・中央

公民館 

改善セン

ター・公

民館 

網代 248-12 1,549.94 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 52年度 教育課 

吹井活性化支援

センター 

支援セン

ター 
吹井 390-1 150.00 鉄骨造 平成 6年度 産業振興課 

網代老人センタ

ー 

老人セン

ター 

網代 193-9、

193-17 
149.64 鉄骨造 昭和 59年度 住民福祉課 
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施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 西暦 

里集会所 

集会所 

里 763-1 

166.43 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 50年度 

教育課 
集会所

（増築） 
29.99 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 7年度 

南改良住宅集会

所 
集会所 里 1102-1 50.10 鉄骨造 昭和 52年度 地域整備課 

阿戸団地集会所 集会所 
阿戸 280-2、

281 
71.40 鉄骨造 昭和 50年度 地域整備課 

阿戸コミュニテ

ィセンター 

コミュニ

ティセン

ター 

阿戸 687-8 316.12 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 61年度 総務政策課 

門前コミュニテ

ィセンター 

コミュニ

ティセン

ター 

門前 426-1 191.70 鉄骨造 昭和 53年度 総務政策課 

柳原コミュニテ

ィセンター 

コミュニ

ティセン

ター 

吹井 949-37 145.54 鉄骨造 昭和 56年度 総務政策課 

糸谷コミュニテ

ィセンター 

コミュニ

ティセン

ター 

吹井 729-8 93.60 鉄骨造 平成 8年度 総務政策課 

小引コミュニテ

ィセンター 

コミュニ

ティセン

ター 

小引 468 227.80 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 40年代 総務政策課 

三尾川集落セン

ター 

集落セン

ター 
三尾川 294 158.25 鉄骨造 昭和 59年度 産業振興課 

ゆらっと紀州 

長屋門 

中 257-1 

104.03 木造 
平成 26年度改

修 

総務政策課 

公衆トイ

レ 
40.74 木造 

平成 26年度改

修 

蔵１ 79.74 木造 明治 20年代 

蔵２ 48.48 木造 明治 20年代 

母屋 194.82 木造 明治 20年代 

（固定資産台帳より） 
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（２）まとめ 

市民文化系施設は、後述する保健・福祉系施設が近傍にある施設もあり、今後は老朽化

の影響も受け、避難所としての役割も考慮しつつ、施設の統廃合を進めていきます。また、

施設の空きスペース等の利活用についても積極的に協議を行い、必要性がなくなった施設

については取り壊し、維持管理費の縮減に努めます。その場合は、その後の跡地利用につ

いても検討し、有効活用します。 

また、ゆらっと紀州は、もともと個人邸であり、建築年月日が不明な施設です。ただし、

施設の外観は、純日本風の佇まいをしており、本町が譲り受け、観光振興・地元農産物販売

所として、改築しました。そのため、今後、本町として積極的に取り組む観光産業等の拠点

となる重要な施設として、施設の周辺環境の整備、長寿命化や耐震化等を適正に進めてい

きます。 

 

  

中央公民館 

小引コミュニティセンター 

白崎会館 

ゆらっと紀州 長屋門 
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5.１.3 スポーツ・レクリエーション系施設 

１）施設の概要 

図表 5-4 は、本町が所有するスポーツ・レクリエーション系施設の施設名称、延床面積

及び建築年度等、施設概要をまとめたものです。 

 

図表 5-4：スポーツ・レクリエーション系施設の状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

由良農村教養文

化体育センター 

体育セン

ター 
網代 248-12 1,129.06 鉄骨造 昭和 54年度 教育課 

由良町立武道館 武道館 
吹井 910-2、

949-30 
641.74 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 2年度 教育課 

（固定資産台帳より） 

 

（２）まとめ 

由良農村教養文化体育センターは、すでに耐用年数が切れている施設になります（体育

館の耐用年数は、鉄骨造 34 年、鉄筋コンクリート 47 年。総務省『統一的な基準による地

方公会計マニュアル（平成 27年 1月）』別紙 3-2 主な建物の耐用年数表より）。しかし、

体育センターは、住民の健康増進・スポーツ振興のためだけでなく、本町の観光振興にも

有意義な施設であると考える一方で、その分、安全面については十分考慮する必要があり、

そのためには施設の適正な維持管理を行う必要があります。今後の施設の老朽化の進行や

利用状況を把握しつつ、個別の施設計画について必要性を検討し、必要に応じて策定を進

め、適切な長寿命化、維持管理に努めます。 

 

 

 

  

体育センター 武道館内部 武道館 
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5.１.4 産業系施設 

（１）施設の概要 

図表 5-5 は、本町が所有する産業系施設の施設名称、延床面積及び建築年度等、施設概

要をまとめたものです。 

 

 

図表 5-5：産業系施設の状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

門前温室団地 

共同集出荷場 

集出荷場 

門前 1143-2 

150.00 鉄骨造 昭和 63年度 

産業振興課 

育苗棟 810.00 鉄骨造 昭和 63年度 

温室（1） 810.00 鉄骨造 昭和 63年度 

温室（2） 810.00 鉄骨造 昭和 63年度 

温室（3） 810.00 鉄骨造 昭和 63年度 

温室（4） 810.00 鉄骨造 昭和 63年度 

温室（5） 810.00 鉄骨造 昭和 63年度 

温室 1号

棟 
630.00 鉄骨造 平成 4年度 

温室 2号

棟 
517.50 鉄骨造 平成 4年度 

温室 3号

棟 
307.50 鉄骨造 平成 4年度 

戸津井鍾乳洞管

理棟 
管理棟 戸津井 646 26.60 木造 昭和 63年度 産業振興課 

由良町農作物集

荷場 
集荷場 阿戸 397-1 208.05 鉄骨造 昭和 55年度 産業振興課 
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施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 西暦 

入路頭首工 操作室 里 360-3 7.50 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 53年度 産業振興課 

東条頭首工 操作室 里 715-3 7.50 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 51年度 産業振興課 

西田頭首工 操作室 
門前 445-1

地先 
7.50 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 54年度 産業振興課 

佃頭首工 操作室 門前 95-3 7.50 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 56年度 産業振興課 

羽根渕頭首工 操作室 
門前 324-1

地先 
7.50 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 59年度 産業振興課 

落方頭首工 操作室 門前 249-3 12.90 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 57年度 産業振興課 

（固定資産台帳より） 

 

（２）まとめ 

頭首工は、河川等から農業用水を取り入れる農業水利施設であることから、老朽化等の

状況を把握した上で、適切な維持管理を実施します。 

 

 

 

  

門前温室団地 戸津井鍾乳洞管理棟 

入路頭首工操作室 東条頭首工操作室 
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5.１.5 子育て支援施設 

（１）施設の概要 

本町の子育て支援施設は、認定こども園が 1箇所あります。 

図表 5-6 は、本町が所有する子育て支援施設の施設名称、延床面積及び建築年度等、施

設概要をまとめたものです。 

 

図表 5-6：子育て支援施設の状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

ゆらこども園 こども園 

畑 162-1、

162-3、204-

1 

1,807.66 鉄骨造 平成 25年度 教育課 

（固定資産台帳より） 

 

（２）まとめ 

ゆらこども園は、これまで町内に 3 箇所あった保育所の統廃合により、新築された施設

であり、旧畑小学校を解体した跡地に建築されました。少子化の影響もあり、保育所の統

廃合が進められてきましたが、旧保育所によっては海岸部に隣接しており、南海トラフ地

震等による津波被害の影響も考慮しつつ、建築されました。今後は、本町の子育て支援施

設の中核として、その役割を担っていきます。 

 

 

  

ゆらこども園 
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5.１.6 保健・福祉施設 

（１）施設の概要 

図表 5-7 は、本町が所有する保健・福祉施設の施設名称、延床面積及び建築年度等、施

設概要をまとめたものです。 

 

図表 5-7：保健・福祉施設の状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

江ノ駒老人憩の

家 

老人憩の

家 
江ノ駒 220-3 205.60 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 40年代 住民福祉課 

中老人憩の家 

老人憩の

家 
中 264-2 

84.00 軽量鉄骨造 昭和 53年度 

住民福祉課 

倉庫 16.20 軽量鉄骨造 昭和 55年度 

畑老人憩の家 
老人憩の

家 
畑 327 130.93 鉄骨造 昭和 62年度 住民福祉課 

大引老人憩の家 
老人憩の

家 
大引 709 190.68 鉄骨造 昭和 58年度 住民福祉課 

神谷老人憩の家 
老人憩の

家 
神谷 212-1 195.42 鉄骨造 昭和 56年度 住民福祉課 

吹井老人憩の家 
老人憩の

家 
吹井 969-39 108.00 軽量鉄骨造 昭和 52年度 住民福祉課 

戸津井老人憩の

家 

老人憩の

家 
戸津井 93 92.79 鉄骨造 昭和 62年度 住民福祉課 

由良町地域福祉

センター 

福祉セン

ター 
吹井 80-88 1,241.91 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 4年度 住民福祉課 

（固定資産台帳より） 

 

（２）まとめ 

利用状況を把握した上で、近傍に類似施設がある場合は、統廃合、売却等を検討します。

特に、老朽化が進んでいる施設に関しては、取り壊し・解体、その後の跡地利用についても

検討します。 
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5.１.7 行政系施設 

（１）施設の概要 

 図表 5-8 は、本町が所有する行政系施設の施設名称、延床面積及び建築年度等、施設概

要をまとめたものです。 

 

図表 5-8：行政系施設の状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

由良町役場 

庁舎 

里 1220-1 

3,891.38 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成元年度 

総務政策課 

公用車庫 289.40 鉄骨造 平成元年度 

消防車庫（本

部） 
車庫 里 1220-1 103.74 鉄骨造 平成元年度 総務政策課 

横浜消防車庫 車庫 里 172-1 42.88 鉄骨造 平成 23年度 総務政策課 

里消防車庫 車庫 里 953-1 28.86 鉄骨造 平成 23年度 総務政策課 

南消防車庫 車庫 里 1147-1 28.86 鉄骨造 平成 23年度 総務政策課 

阿戸消防車庫 車庫 阿戸 981-4 28.86 鉄骨造 平成 23年度 総務政策課 

網代消防車庫 車庫 網代 224-1 16.74 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯ

ｸ 
昭和 40年代 総務政策課 

江ノ駒消防車庫 車庫 江ノ駒 220-3 21.52 鉄骨造 平成 28年度 総務政策課 

門前消防車庫 車庫 門前 426-1 21.46 鉄骨造 平成 27年度 総務政策課 

畑消防車庫 車庫 畑 212 73.72 鉄骨造 平成 25年度 総務政策課 

大引消防車庫 車庫 大引 335-10 41.50 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯ

ｸ 
昭和 61年度 総務政策課 

神谷消防車庫 車庫 神谷 213-3 28.86 鉄骨造 平成 24年度 総務政策課 
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施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 西暦 

吹井消防車庫 車庫 吹井 949-30 55.00 鉄骨造 平成 23年度 総務政策課 

衣奈消防車庫 車庫 衣奈 1124-1 53.00 鉄骨造 平成 12年度 総務政策課 

小引消防車庫 車庫 小引 610-15 28.86 鉄骨造 平成 25年度 総務政策課 

戸津井消防車庫 車庫 

戸津井 619-4

の一部、

619-5の一部 

21.46 鉄骨造 平成 26年度 総務政策課 

三尾川消防車庫 車庫 三尾川 294 16.49 軽量鉄骨造 昭和 61年度 総務政策課 

（固定資産台帳より） 

 

（２）まとめ 

多くの住民が利用する役場庁舎は、適切に維持管理を行う必要があります。また、災害

等から住民の安全を守る役割のある消防施設については、随時、建て替え更新や長寿命化

等を適切に行います。直近の消防車庫の建築としては、平成 28年度に、江ノ駒老人憩の家

の敷地内にあった消防車庫の建て替えを行いました。 

 

 

  

由良町役場 大引消防車庫 門前消防車庫 
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5.１.8 公営住宅 

（１）施設の概要 

図表 5-9 は、本町が所有する公営住宅の施設名称、延床面積及び建築年月日等、施設概

要をまとめたものです。 

 

 

図表 5-9：公営住宅の管理状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

阿戸団地 

団地① 

阿戸 278-1、

280-2、281 

197.50 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 52年度 

地域整備課 

団地② 197.50 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 52年度 

団地③ 197.50 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 52年度 

団地④ 197.50 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 52年度 

団地⑤ 120.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 52年度 

団地⑥ 160.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 52年度 

団地⑦ 120.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 52年度 

南改良住宅 

住宅① 

里 1102-1 

121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 50年度 

地域整備課 

住宅② 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 50年度 

住宅③ 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 50年度 

住宅④ 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 50年度 

住宅⑤ 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 50年度 
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施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 西暦 

南改良住宅 

住宅⑥ 

里 1102-1 

121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 50年度 

地域整備課 

住宅⑦ 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 50年度 

住宅⑧ 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 50年度 

住宅⑨ 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 50年度 

住宅⑩ 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 50年度 

第一里団地 

団地① 

里 955-1、

957-1 

180.78 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯ

ｸ 
昭和 52年度 

地域整備課 団地② 180.78 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯ

ｸ 
昭和 52年度 

団地（増

築）③ 
135.20 鉄骨造 昭和 52年度 

第二里団地 

団地（増

築）① 
里 745 

107.40 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 55年度  

地域整備課 

団地② 429.60 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 52年年度 

五明団地 

団地① 

里 793-1、

798-2 

121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 47年年度 

地域整備課 

団地② 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 47年年度 

団地③ 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 47年年度 

団地④ 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 47年年度 

団地⑤ 121.386 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 47年年度 

（固定資産台帳より） 

 



 

- 59 - 

 

（２）まとめ 

 公営住宅は、個別に「由良町公営住宅等長寿命化計画」を策定しています。同計画におい

て、適切な施設管理を行います。 

 

図表 5-10：公営住宅の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

②南改良住宅 

①阿戸団地 

③第一里団地 

④第二里団地 

⑤五明団地 

由良町役場 

紀伊由良駅 

①阿戸団地 ②南改良住宅 ③第一里団地 

④第二里団地 ⑤五明団地 
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5.１.9 公園 

（１）施設の概要 

図表 5-11 は、本町が所有する公園施設の施設名称、所在地、延床面積及び建築年度等、

施設概要をまとめたものです。 

 

図表 5-11：公園の状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

白崎海洋公園 

クラブハ

ウス 

大引 960-1 

1,844.41 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 8年度 

産業振興課 

パークセ

ンター 
577.54 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 8年度 

炊事棟 54.84 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 8年度 

公衆トイ

レ 
45.53 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 7年度 

ダイビン

グタンク

充填室 

35.73 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 8年度 

公衆トイ

レ 
30.24 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 10年度 

ログハウ

ス 
48.88 木造 平成 12年度 

ログハウ

ス 
48.88 木造 平成 12年度 

ログハウ

ス 
40.32 木造 平成 11年度 

ログハウ

ス 
40.32 木造 平成 11年度 

小引農村広場 

公衆トイ

レ 
小引 531-1 

21.30 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 10年度 

産業振興課 

休憩室 17.62 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 10年度 

（固定資産台帳より） 
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（２）まとめ 

公園施設は、災害時、住民の避難場所としての役割を担うことが考えられます。また、本

町でのスポーツ活動や観光振興及び住民の健康促進に寄与する施設であることから、適切

な維持管理を実施します。 

 

5.１.10 その他建物系公共施設 

（１）施設の概要 

図表 5-12は、本町が所有するその他建物系公共施設の施設名称、延床面積及び建築年度

等、施設概要をまとめたものです。 

 

図表 5-12：その他建物系公共施設の状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

汐入橋公衆トイ

レ 

公衆トイ

レ 
大引 780-5 23.12 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 8年度 産業振興課 

白崎万葉公園公

衆トイレ 

公衆トイ

レ 
大引 956-5 24.84 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 7年度 産業振興課 

大引西公衆トイ

レ 

公衆トイ

レ 
大引 616-1 18.07 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 26年度 産業振興課 

衣奈公衆トイレ 
公衆トイ

レ 
衣奈 43-9 29.25 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 10年度 地域整備課 

衣奈東公衆トイ

レ 

公衆トイ

レ 
衣奈 831-8 10.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 58年度 地域整備課 

戸津井公衆トイ

レ 

公衆トイ

レ 
戸津井 187-3 31.60 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 15年度 産業振興課 

阿戸公衆便所 
公衆トイ

レ 
阿戸 1002-37 24.84 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 20年度 総務政策課 

吹井町民公園公

衆トイレ 

公衆トイ

レ 
吹井 910-1 24.84 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 14年度 地域整備課 

由良斎場 斎場 江ノ駒 249-1 528.70 鉄骨造 平成 20年度 住民福祉課 
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施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

里区資材置場 資材置場 里 923-1 13.65 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯ

ｸ 
昭和 40年代 総務政策課 

南区資材置場 資材置場 里 1115-1 18.20 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯ

ｸ 
昭和 40年代 総務政策課 

阿戸区資材置場 資材置場 阿戸 667-4 15.18 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯ

ｸ 
昭和 40年代 総務政策課 

戸津井区資材置

場 
資材置場 戸津井 273-2 18.00 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯ

ｸ 
平成元年度 総務政策課 

三尾川バス待合

所 

バス待合

所 
三尾川 308-3 8.82 鉄骨造 平成 29年度 教育課 

小引通学バス待

合所 

バス待合

所 
小引 468 7.90 鉄骨造 昭和 58年度 総務政策課 

旧衣奈中学校 

管理教室

棟 

衣奈 680 

1,655.43 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 56年度 

総務政策課 

技術教室 136.44 鉄骨造 昭和 56年度 

部室 67.37 鉄骨造 昭和 53年度 

物置 157.25 鉄骨造 昭和 63年度 

倉庫 19.44 鉄骨造 平成 3年度 

屋内運動

場 
714.00 鉄骨造 昭和 57年度 

旧白崎中学校 

管理教室

棟 

神谷 213 

2,047.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 3年度 

総務政策課 
屋内運動

場 
639.00 鉄骨造 昭和 54年度 

倉庫 52.00 鉄骨造 平成 5年度 
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施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

旧中央保育所 保育所 里 759-1 921.50 鉄骨造 昭和 50年度 総務政策課 

旧白崎保育所 保育所 吹井 969-3 517.00 鉄骨造 昭和 51年度 総務政策課 

旧衣奈保育所 保育所 衣奈 685 504.64 鉄骨造 昭和 52年度 総務政策課 

旧婦人会館 会館 里 248-6 102.30 鉄骨造 昭和 62年度 総務政策課 

旧生涯教育セン

ター 

教育セン

ター 
阿戸 708-21 95.51 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 8年度 教育課 

旧由良文化セン

ター 

文化セン

ター 
里 1126-2 

205.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 52年度 

住民福祉課 

物置 23.65 軽量鉄骨造 昭和 55年度 

ヘリポート防災

倉庫 
防災倉庫 吹井 941-1 112.00 鉄骨造 平成 29年度 総務政策課 

倉庫 倉庫 網代 25 46.84 木造 昭和 26年度 総務政策課 

旧寺田医院 医院 里 57-2 1,188.63 鉄骨造 平成 7年度 総務政策課 

（固定資産台帳より） 

 

（２）まとめ 

廃校になった施設に関しては、依然として住民の避難施設としての機能も有しているこ

とから、その他の利活用の検討を行い、必要最小限の施設又はスペースを維持します。し

かし、協議の結果、利活用の見込みのない遊休施設に関しては、取壊し、売却等を積極的に

検討します。 
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旧衣奈中学校 旧白崎中学校 

白崎万葉公園公衆トイレ 由良斎場 

旧婦人会館 旧中央保育所 
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第２節 土木系公共施設の管理に関する基本的な方針 

 

5.2.1 道路 

（１）施設の概要 

 

図表 5-13：道路の状況 

区分 

平成 27 年度 

総合管理計画 

令和 3 年度 

改訂版総合管理計画 
増減比較 

総延長 

（ｍ） 

総面積 

（道路部 ㎡） 

総延長 

（ｍ） 

総面積 

（道路部 ㎡） 

総延長 

（ｍ） 

総面積 

（道路部 ㎡） 

道路 140,576.00 478,374.00 142,459.10 484,104.70 1,883.10 5,730.70 

（道路台帳より） 

 

5.2.2 橋りょう 

（１）施設の概要 

 

図表 5-14：橋りょうの状況 

区分 

平成 27 年度 

総合管理計画 

令和 3 年度 

改訂版総合管理計画 
増減比較 

実延長 

（ｍ） 

橋りょう面積 

（㎡） 

実延長 

（ｍ） 

橋りょう面積 

（㎡） 

実延長 

（ｍ） 

橋りょう面積 

（㎡） 

橋りょう 885.00 4,694.00 679.90 2,391.10 ▲205.10 ▲2,302.9 

（橋りょう台帳より） 

 

5.2.3 まとめ 

土木系公共施設の道路及び橋りょうについては、住民の日常生活上欠かすことのできな

い施設でるため、本町の将来の維持管理に係る財政負担を考慮しつつ、長寿命化等、適切

に維持管理を行います。 
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第３節 企業会計施設の管理に関する基本的な方針 

 

5.3.1 上水道施設 

（１）施設の概要 

上水道施設は、本町の生活用水及びその他の浄水として、町民その他の需要者に供給す

るための施設として設置しています。また、図表 5-15は、上水道施設の状況をまとめた

表です。また、図表 5-18は、上水道の管別延長を示した集計表です。 

 

図表 5-15：上水道施設の状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

里浄水場 浄水場 里 802-1 330.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 48年度 上下水道課 

戸津井中継ポン

プ場 

中継ポン

プ場 
衣奈 1275-5 27.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 51年度 上下水道課 

大引中継ポンプ

場 

中継ポン

プ場 
大引 801-9 25.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 54年度 上下水道課 

衣奈中継ポンプ

場 

中継ポン

プ場 
吹井 931-2 43.64 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 昭和 51年度 上下水道課 

三尾川中継ポン

プ場 

中継ポン

プ場 
衣奈 929-6 26.81 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 29年度 上下水道課 

（固定資産台帳より） 

 

図表 5-16：上水道に係る管別延長一覧表 

 

平成 27 年度 

総合管理計画 

令和 3 年度 

改訂版総合管理計画 
増減比較 

導水管

（m） 

送水管

（m） 

配水管

（m） 
合計（m） 

導水管

（m） 

送水管

（m） 

配水管

（m） 
合計（m） 

導水管

（m） 

送水管

（m） 

配水管

（m） 
合計（m） 

延長 2,351.03 5,550.54 81,054.03 88,955.60 18,982.63 6,450.44 84,067.70 109,500.77 16,631.60 899.90 3,013.67 20,545.17 

（上水道管路台帳より） 

 

 

 



 

- 67 - 

 

5.3.2 下水道施設 

（１）施設の概要 

下水道施設は、本町の環境衛生の向上に寄与し、あわせて公共用水域の水質の保全に資

することを目的として設置します。図表 5-17 は、下水道施設の状況をまとめた表です。

また、図表 5-18は、下水道施設の管路延長を示した集計表です。 

 

図表 5-17：下水道施設の状況 

施設名称 建物名称 所在地 
延床面積 

（㎡） 
構造 建築年度 担当課 

由良クリーンセ

ンター 

水処理棟 

阿戸 1003-4 

1,141.02 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 20年度 

上下水道課 
管理汚泥

棟 
493.63 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 20年度 

大引・神谷クリ

ーンセンター 

クリーン

センター 
神谷 462 454.23 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 21年度 上下水道課 

戸津井クリーン

センター 

クリーン

センター 
戸津井 668 238.05 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 14年度 上下水道課 

三尾川クリーン

センター 

クリーン

センター 
三尾川 386-3 181.39 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 18年度 上下水道課 

衣奈クリーンセ

ンター 

クリーン

センター 
衣奈 43-15 651.38 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 26年度 上下水道課 

小引クリーンセ

ンター 

クリーン

センター 
小引 35.00 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 28年度 上下水道課 

（固定資産台帳より） 

 

 図表 5-18：下水管路延長一覧表 

 

平成 27 年度 

総合管理計画 

令和 3 年度 

改訂版総合管理計画 
増減比較 

コンクリー

ト管（m） 

塩ビ管

（m） 

その他

（m） 
合計（m） 

コンクリー

ト管（m） 

塩ビ管

（m） 

その他

（m） 
合計（m） 

コンクリー

ト管（m） 

塩ビ管

（m） 

その他

（m） 
合計（m） 

延長 0.00 49,344.66 8,639.00 57,983.66 774.72 60,986.95 7,712.76 69,474.43 774.72 11,642.29 ▲926.24 11,490.77 

（下水道管路台帳より） 
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5.3.3 まとめ 

企業会計施設の上水道施設及び下水道施設については、住民の日常生活上欠かすことの

できない施設でるため、本町の将来の維持管理に係る財政負担を考慮しつつ、長寿命化等、

適切に維持管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

由良クリーンセンター 

三尾川中継ポンプ場 

大引・神谷クリーンセンター 

里浄水場 
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 図表 5-19：インフラ系施設の管理等に関する方針 

点検・診断等 
適正な法定点検・定期点検の実施及び職員の知識・技術の伝承を行い、

施設の不具合等の把握に努めます。 

維持管理・修繕・更

新等 

住民の日常生活上、貸すことのできない施設であり、24 時間 365 日

継続してサービスを提供し続ける必要があることから、これを支える体

制を継承します。 

安全確保 

インフラの老朽化による事故等が発生しないよう、万全の対策を講じ

るとともに、事後処理・事後修繕ではなく、予防保全の考え方を導入し、

危険箇所の早期発見・早期修繕を行います。 

耐震化 
橋りょう、上下水道施設等の耐震性が不十分なものについては、各個

別施設計画に従い、着実に耐震性能を向上させるようにします。 

長寿命化 長期間に渡って、安心安全に使用できるよう、長寿命化を図ります。 

ユニバーサルデザ

イン化 

住民ニーズ等を把握しながら、ユニバーサルデザイン化を検討しま

す。 

統合・廃止等 
危険性の高い施設や老朽化等により供用廃止（用途廃止、施設廃止）

を必要とする施設を見出します。 

総合的かつ計画的

な管理 

総務政策課が中心となり、庁内の固定資産台帳管理システム等を活

用し、関係部局と連携が図れる体制を構築します。 

フォローアップ 
 本計画は、長期的な計画になるため、社会情勢や住民ニーズ等を把

握しながら、適宜見直しを行います。 
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第 6章 おわりに 

 

第 1節 本計画のまとめ 

 

本計画にて、建物系公共施設、土木系公共施設、企業会計施設の将来の更新費用が明ら

かになり、将来の施設運営を行う上での検討課題が浮かんできました。この課題に対して、

基金の積み立て・取り崩し、地方債の発行、公共施設等の適正配置・適正管理を実施し、維

持管理を行っていく必要があります。 

 建物系公共施設については、老朽化が進んでいる施設が多く、将来の利用者予測や人口

動向の分析等を取り入れ、適正な配置を行い、コスト削減を図る必要があります。 

 土木系公共施設については、計画的かつ予防的な修繕対策の実施へと転換を図り、コス

ト削減を図る必要があります。 

 企業会計施設については、将来の利用者を予測し、計画的な整備事業を効率的に行い、

諸経費の節減に努める必要があります。 

 全体的に、これらの見直しを計画的かつ継続的に行い、持続していく必要があります。 

 

第 2節 地区別類似施設等の配置状況 

 

 本節では、地区別に施設の配置状況を確認していきます。本町の一部地区において、類

似施設が近傍に配置されていたり、未使用施設が放置されていたりする地区があります。

今後、施設の利用状況や老朽化状況等を鑑みながら、施設の機能集約や複合化等を検討し

ていきます。 

 なお、本節で取り上げる地区については、例として取り上げるものであり、決定事項で

はありません。今後の検討課題として、役場内部、施設の利用者及び住民と意見交換・情

報共有しながら、検討を進めていきます。また、本節で取り上げられなかった地区及び施

設についても、随時、状況を把握し、最適な公共施設のあり方を検討していきます。 

 

※凡例の説明 

  

学校教育系施設 

市民文化系施設 

保健・福祉施設 その他建物系公共施設 

スポーツ・ 

レクリエーション系施設 
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【衣奈地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・衣奈会館は、本来の用途以外に、地元住民の料理教室等に活用されています。 

 ・旧衣奈保育所は、有料老人福祉施設として、民間に貸し出しています。 

 ・旧衣奈中学校は、グラウンド及び空き教室の一部を役場書庫として使用、また、民間

団体に貸し出していますが、空き教室が残っています。 

 

  

衣奈小学校 

管理・教育棟（1983 年建築、1,962

㎡） 

屋内運動場（1999 年建築、645.09

㎡） 

衣奈会館 

1994 年建築、423.6

㎡ 

旧衣奈中学校 

管理棟・教育棟（1982 年建築、1,655.43

㎡） 

屋内運動場（1983 年建築、714 ㎡） 

※役場書庫及び民間団体に貸し出し中 

旧衣奈保育所 

1978 年建築、504.64 ㎡ 

※民間団体に貸し出し中 
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※衣奈トンネル方面から撮影した衣奈地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

衣奈会館 

衣奈小学校 

旧衣奈保育所 

旧衣奈中学校 
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【里地区①】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・旧中央保育所は、耐用年数が切れている施設になります（保育所の耐用年数は、鉄骨

造 34年。総務省『統一的な基準による地方公会計マニュアル（平成 27年 1月）』別

紙 3-2 主な建物の耐用年数表より）。 

 ・旧中央保育所のグラウンドでは、時期によって、地区のイベント等を開催していま

す。 

 

 

 

  

里集会所 

1977 年建築、166.43 ㎡ 

旧中央保育所 

1976 年建築、921.5 ㎡ 

 

旧中央保育所及び里集会所（写真右側） 
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【里地区②】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・児童館は、本来の用途以外に、放課後に学童保育として、また、定期的に開催されて

いる職業相談の説明会の会場として使用しています。 

 ・旧由良文化センターは、催事の道具倉庫として使用しています。 

 

 

 

 

  

旧由良文化センター 

1977 年建築、205 ㎡ 
児童館 

1978 年建築、649.2 ㎡ 

児童館及び旧由良文化センター（写真右側） 
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【吹井地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

吹井活性化支援センター 

1995 年建築、150 ㎡ 

旧白崎保育所 

1977 年建築、517 ㎡ 

吹井老人憩の家 

1978 年建築、108 ㎡ 

由良町地域福祉センター 

1993 年建築、1,241.91 ㎡ 

柳原コミュニティセンター 

1982 年建築、145.54 ㎡ 

白崎会館 

1998 年建築、431.08 ㎡ 

由良町立武道館 

1990 年建築、641.74 ㎡ 

吹井老人憩の家及び 

旧白崎保育所（写真右側後方） 

吹井活性化支援センター 
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第 3節 今後の課題 

 

 本計画において、公共施設等を総合的に考えることができ、将来の更新費等により多額

の費用が必要になることがわかりました。 

 しかし、本町においては人口減少等により厳しい財政状況が続くことも予想されます。 

 このような状況を踏まえ、今後においては、既存施設の利活用についても、積極的に協

議を行い、民間事業者等への貸し出しによる維持管理や財源確保、施設の統廃合、売却等

によるコストの縮減、地域振興の活性化施策の実施等、幅広い視野に立ち、検討を行う必

要があります。 

 

◆すでに利活用を実施している施設（一部紹介） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、旧衣奈中学校のグラウンドをスポーツ団体の活動に、旧白崎中学校のグラウンド

の一部を民間企業に貸し出しています。 

今後、上記までに紹介した施設のその他の空き教室・空きスペースの活用や、同様に未

使用となっている施設の活用を検討しています。 

さらに、既存の施設の空きスペースを把握し、同様に貸し出し等利活用を推進します。 

 

旧衣奈中学校は、空き教室の一部を、役場書

庫として活用しています。 

これは、南海トラフ地震等による津波被害を

避けるために実施しています。 

旧白崎中学校は、空き教室の一部を、本町の

文化・生活に関わる伝統文化資料の保管場所と

して活用しています。今後、由良町総合戦略事

業と連携して、本町の文化伝統の継承施設とし

て活用していくことを検討しています。 

また、その他一部の空き教室については、地

元住民の交流サロンとして、貸し出しを行って

います。 
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第 4節 今後の公共施設等に係る年次行動計画 

 

 今後の公共施設等に係る年次行動計画は、図表 6-1 に示すとおり、各方針を実践するた

めの行動計画です。行動計画は、本計画にて決定した方針を、具体的に推進するものとし、

本計画においては、全体の概要が分かる行動計画とします。また、本計画は、長期的な計画

になるため適宜見直しを行い、引き続き、施設類型を単位とした個別の施設計画について

必要性を検討し、必要に応じて策定を進めます。 

 

図表 6-１：年次行動計画（平成 27年度～令和 7年度） 

年度 平成

27 

年度 

平成

28 

年度 

平成

29  

年度 

平成

30  

年度 

平成

31  

年度 

令和

2  

年度 

令和

3  

年度 

令和

4  

年度 

令和

5  

年度 

令和

6  

年度 

令和

7  

年度 内容 

本計画の策定 
 

          

方針の決定 
 

          

本計画の推進  
 

         

【方針】 

点検・診断等 

維持管理・修繕・更新 

安全確保 

耐震化 

長寿命化 

ユニバーサルデザイン化 

統合・廃止 

転用・複合化・機能集約 

売却 

本計画及び方

針の見直し 

 
          

個別施設計画

の更新 
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